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グローバルビジネスの発展にとって、政治要因の重要性がこれまでになく増している．イギリスの国民

投票がもたらしたヨーロッパ連合離脱問題に続き、2016年にはアメリカの選挙でトランプ大統領が誕生し
たことにより、これまでの自由貿易体制に変化の兆しが表れ始めた。とくにトランプ政権とアメリカ議会

の動向は、多くの国々、とりわけ日本に重要な影響を与える可能性がある。グローバルビジネスへの影響

を考えるうえでも、アメリカの意思決定について考察する意義がこれまでに以上に増してきている。 
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１．はじめに 
 
グローバルビジネスにおいて、経済要因と同様に重要

なのが政治要因である。ビジネスも政治も、究極的には

現代社会が直面するVUCA（Volatility／変動性、
Uncertainty／不確実性、Complexity／複雑性、Ambiguity／
曖昧性）の傾向からは逃れられない。これらは世界各地

で経済、企業組織、個人のキャリアにいたるまで、あり

とあらゆるものを取り巻く環境が複雑さを増し、将来の

予測が困難な時代が本格的に到来したことを意味する。 
 
 
２．トランプ大統領の登場	

 
アメリカではトランプ政権の誕生に伴って、その政権

運営および政策立案と立法との関係が注目されている。

政治経験もなく軍歴もないという非常にユニークな人物

が大統領に当選したことにより、アメリカが世界の中で

果たす役割は見通し難くなったと同時に、その影響にも

懸念が広がりつつある。 
 
 
３．先行研究について 

 
トランプ政権を巡る研究はまだ始まったばかりである。

現時点ではその多くが選挙そのものにまつわるものであ

ったり１～６)、政治思想や文化の変遷に関するものだった

りする７～９)。一部、外交および国際関係に関する論考も

存在する10,	11)。また大統領制あるいはアメリカ連邦議会

に関する研究も存在する12～14）が、必ずしもトランプ政

権についての言及とはいえない。 
 
 
４．政権が提唱する政策の実現 

 
アメリカが世界に与える影響の大きさを鑑みれば、さ

まざまな分野における分析が必要であり、また可能であ

るが、本稿ではトランプ政権の内政運営に着目し、選挙

戦で公約した政策内容がどのように実現されていくかに

着目した。如何なる外交問題も、通商問題も、安全保障

問題も、結局は内政と切り離して考えることはできない。 
	 今後の世界システムやビジネスの可能性は、政治の動

きと切り離して考えることは不可能な時代である。その

意味でも、グローバルビジネスがさまざまなリスクや世

界の動きを把握することは必要であり、その一端として

アメリカの内政、とくに大統領と立法府による立法・予

算編成プロセスを中心に検証し、グローバル社会への含

意を得たい。 
 
(１)	 統治機構および議会による壁	

	 衆議院の優越が担保されている日本と違い、アメリカ

の上下院は立法については同等だ。また、法案の提出権

限は立法府の議員のみに与えられていて、一人でも提出

可能である。日本のように予算インパクトのある法案に

50人以上の衆議院議員の賛同が必要という規定もない。
さらに、法案の提出以上に重要な修正の権限が絶大であ
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る。これも一人で提出可能である（ただし委員長や院内

総務などの党内リーダーの確認あり）。修正案に対する

二次修正も委員会と本会議の両方で日常茶飯事だ。政党

の枠を超えた超党議員による修正もある。よって審議に

は殊の外時間がかかる18)。 
	 財政調整プロセス（リコンシリエーション）を採用す

ることおよび、予算決議を用いてフィリバスターを避け

る（つまり共和党の賛成票だけでオバマケアや減税法案

が通過できる）ことが、大統領の案を共和党議会が支え

る鍵となるが、共和党から3人以上の造反議員が出れば、
トランプ大統領の政策案は実現不可能となる。 
 
(２)	 国民による政策支持に関する壁	

	 海外から観察されるアメリカは、経済的に世界でも独

り勝ちであるかのように恵まれた状況に見える。しかし

ながら、RealClearPoliticsの調査16)によれば、長期にわたり
国民はアメリカが国の方向性として間違っていると感じ

る者が圧倒的に多い（図-１）。 

	 また、Morning Consult/Politico世論調査17)によれば、トラ
ンプ大統領が連発した大統領令にも、半数以上の国民が

実は賛同しているという調査結果も存在する(図-２)。 
 
 
６.	 考察  
 
グローバルビジネスの発展にとって、アメリカが自由貿

易を主導してきたことの功績は大きい。しかしトランプ

大統領の登場は、これまでの枠組みや歴史的な蓄積をそ

のまま継承しない可能性を示唆する状況となっている。

さらに、たとえトランプ大統領が退場したと仮定しても、

いっそう孤立主義的な政治家が登場しリーダーシップを

発揮する可能性も否定できない。そんな中、変化を続け

る政治・社会状況の下、アメリカの三権分立および強大

な権限を有する議会の役割がいかに機能するのかも確認

する必要がある。 
大統領の提案が政策として立法に至るかどうかは、結

局は議会次第である。アメリカ流の厳格な三権分立のな

かで大統領と議会がどう向き合っていくかは、あらゆる

政策アジェンダを左右することになる。 
 
  
７.	 今後の可能性と日本への含意  
 
	 法律を通すプロセスも三権分立の統治機構もアメリカ

ならではの特徴と難しさがある。大統領令の連発ではも

のごとが進まないのである。外交・安保で稼げる時間に

も限度があるため、その間に内政を動かせるかがトラン

プ政権の勝負どころとならざるを得ない。 
	 日本にとっては、麻生・ペンス（副総理と副大統領の）

経済協議が今後も核となるとされるが、ペンス副大統領

の議会対策における重要度を鑑みると、この経済協議が

大きく前進する可能性は大きくはない。 
 
 
  

 

図-	1	 国の方向性	

 
図-	２	 国の方向性	

悪い方向に向かっている 

良い方向に向かっている 

語録 
●ロス商務長官 
5月（米商務省が公表した 3月の貿易統計で対日貿易赤字が前月比 33%増だった
ことについて声明で）「（日本を名指しして）アメリカはこの膨張した貿易赤

字にもはや耐えられない」 
5月（日本製などの鉄筋が不当に安くアメリカに輸出されているとして 
  制裁関税を課すことを決めた際の声明で）「外国企業の不公正な製品販売でア
メリカの鉄鋼業が破壊されるのを傍観していられない」 
●ライトハイザー通商代表 
3月 ※通商代表に就任前（TPP離脱後の通商政策について）「農産品の市場開放
を増やすという点では日本は主要なターゲットになるといえるだろう」 
4月（APEC共同声明に TPPを離脱したアメリカの復帰を促すことが明記された
直後）「（TPP 離脱の）決定が変わることはない。多国間の貿易協定よりも、2
国間の方がいい」 
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８．おわりに 
 
グローバルビジネスにおける政治リスクとして、ロシ

アゲートの進展は、今後トランプ大統領がどのような体

制に落ち着くのかという方向性にも少なからぬ影響を与

えていくことになる。議会共和党は、2018年の中間選挙
を見据えて2017年内に何らかの決着を見たいところであ
る。しかしワシントンのインサイダーらによれば、アメ

リカ政治の行きつく先は、2018年の議会中間選挙が近づ
くまで見えてこないとも指摘する。政治任用の人事が埋

まるだけでも2018年いっぱいかかるだろうとされるから
である。トランプ政権が基盤を固める頃には、共和党が

議会の上下両院で多数を占めてくれているという保証は

ない。 
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President Trump and Congress  

 
Mieko NAKABAYASHI 

 
Under the VUCA (Volatility, Uncertainty, Complexity, and Ambiguity) world, .political risks are 

growing for global business.  Last year’s election in the United States appeared that the country is shifting 
toward protectionism.  In order for us to learn how the new president’s policy initiatives are implemented, 
we must pay closer attention to the unique relationship between President Trump and Congress. 

悪い方向に向かっている 


